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“税務の職場”
何でも110番
zenkokuzei@aol.com

全
国
税
は
、
職
場
で
起
こ
っ
た

問
題
を
解
決
す
る
た
め
「
税
務

の
職
場
、
何
で
も
一
一
○
番
」

を
常
時
設
置
し
て
い
ま
す
（
電

話
と
Ｆ
Ａ
Ｘ
は
上
記
の
番
号
ま

で
ど
う
ぞ
）。

◇ 全国税ホームページ ◇
http://www.kokko-net.org/zenkokuzei

働
組
合
は
ア
ン
ケ
ー
ト
中
間

集
計
を
示
し
た
▼
「
評
価
制

度
を
賃
金
に
反
映
す
べ
き

か
」
の
問
い
に
、
現
状
で
は

す
べ
き
で
な
い
が
51
％
、
反

対
は
33
％
、
さ
せ
る
べ
き
は

13
％
。「
導
入
は
意
欲
や
医

療
等
の
向
上
に
つ
な
が
る

か
」
の
問
い
に
、
つ
な
が
ら

な
い
が
47
％
、
つ
な
が
る
は

12
％
、
わ
か
ら
な
い
が
40
％

▼
ス
タ
ッ
フ
間
で
ギ
ク
シ
ャ

ク
し
た
雰
囲
気
が
生
じ
た
、

評
価
者
の
主
観
的
評
価
で
か

え
っ
て
意
欲
が
低
下
し
た
、

目
標
シ
ー
ト
を
何
度
も
書
き

直
さ
れ
た
、
た
っ
た
数
分
で

ヒ
ヤ
リ
ン
グ
と
言
え
る
の

か
、
苦
情
処
理
と
は
と
て
も

呼
べ
な
い
等
々
の
声
▼
ま
も

な
く
リ
ー
ハ
サ
ル
試
行
は
始

ま
る
が
、
拙
速
な
本
格
実
施

へ
の
「
ア
リ
バ
イ
」
づ
く
り

に
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

成
果
主
義
賃

金
の
導
入
を

強
行
す
る
国

立
病
院
機
構

側
に
対
し
、

国
立
医
療
労

〈
出
題
〉
九
段
　
石
榑
郁
郎
　

黒
先

〈
ヒ
ン
ト
〉
見
合
い
の
形
を
し

て
い
ま
す
が
１
、
３
の
好
手

段
で
、
眼
形
を
奪
い
ま
す
。

（
８
分
で
二
、
三
段
以
上
）

2008年勧告の主な内容
■給与勧告のポイント■
月例給、ボーナスともに水準改定なし
・民間給与との較差は136円、0.04％と極めて
小さく、月例給改定を見送り
・ボーナスも民間の支給割合と概ね均衡
・医師の給与の特別改善（初任給調整手当を改定、
平均で11％引き上げ）
・給与構造改革の着実な実施の一環として、｢本府
省業務調整手当」を新設
■勤務時間に関する勧告のポイント■
勤務時間を１日７時間45分、１週38時間45分に
改定（2009年４月１日実施）
・民間の労働時間は１日15分、１週１時間15分程
度低い水準で安定
・短縮にあたっては、行政サービスを維持しコス
ト増を招かないことが基本
・勤務時間の短縮は、仕事と生活の調和にも寄与
■その他の課題■
①住宅手当 ・自宅に係る住居手当は来年の勧告
にむけて廃止を検討　・借家や借間に係る住宅
手当は高額家賃負担職員の実情をふまえ、引き
続き検討
②単身赴任手当 ・経済的負担の実情、民間の同
種手当の支給状況を考慮して改善を検討
③非常勤職員の給与 ・各庁の長が給与を決定す
る際に考慮すべき事項を示す指針を策定　・非
常勤職員の問題は、今後は政府全体としてその
在り方を幅広く検討していく必要

１日15分の
時間短縮

ベ
ア
・一
時
金
と
も
改
定
見
送
る

人
事
院
は
８
月
11
日
、
給
与
・
勤
務
時
間
に
関
す
る
勧
告
な
ら
び
に
報
告
を
行
い
ま

し
た
。
勧
告
は
、
俸
給
表
・
一
時
金
と
も
改
定
を
見
送
る
一
方
、
所
定
勤
務
時
間
の
１

日
15
分
短
縮
、「
本
府
省
業
務
調
整
手
当
」
新
設
等
を
内
容
と
し
、
報
告
で
は
非
常
勤

職
員
の
処
遇
、
超
過
勤
務
の
縮
減
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
、「
給
与
構
造
改
革
」
期

間
終
了
後
の
取
り
組
み
、
等
に
つ
い
て
言
及
し
て
い
ま
す
。

公
務
員
バ
ッ
シ
ン
グ
が
続

く
中
、「
８
時
間
労
働
制
」

の
壁
を
打
ち
破
る
時
短
勧
告

に
踏
み
き
ら
せ
画
期
的
な
制

度
改
善
を
実
現
し
ま
し
た
。

休
憩
・
休
息
時
間
見
直
し

に
伴
う
拘
束
時
間
延
長
に
よ

り
、
職
場
と
家
庭
に
生
じ
た

問
題
を
ね
ば
り
強
く
訴
え
、

一
丸
と
な
っ
て
運
動
し
た
成

果
で
す
。
今
後
、
時
短
勧
告

を
早
期
に
実
施
す
る
た
め
、

早
急
に
環
境
整
備
等
を
行
う

よ
う
政
府
・
人
事
院
を
追
及

高
齢
期
雇
用
の
あ
り
方

定
年
延
長
の
方
向
を
明
確
化

の
給
与
水
準
お
よ
び
給
与
体

系
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
人

事
施
策
全
般
の
「
見
直
し
」

と
一
体
で
検
討
す
る
こ
と
を

鮮
明
に
し
て
ま
す
。こ
れ
は
、

政
府
の
総
人
件
費
抑
制
策
に

し
て
い
き
ま
す
。

諸
物
価
高
騰
に
よ
る
生
活

悪
化
、
定
員
削
減
下
で
の
厳

し
い
労
働
実
態
に
目
を
向
け

ず
、
俸
給
表
・
一
時
金
と
も

す
え
置
き
、
民
間
と
の
較
差

が
著
し
い
初
任
給
さ
え
も
改

定
し
な
か
っ
た
こ
と
は
到
底

容
認
で
き
ま
せ
ん
。

非
常
勤
職
員
の
処
遇
に
つ

員
制
度
改
革
基
本
法
」で
も
、

政
府
は
段
階
的
に
65
歳
引
き

上
げ
を
検
討
す
る
こ
と
に
し

ま
し
た
。

こ
れ
ら
を
受
け
、
人
事
院

は
「
平
成
25
年
度
か
ら
段
階

的
に
65
歳
ま
で
延
長
す
る
」

こ
と
を
中
心
に
検
討
す
る
こ

と
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。

そ
の
際
、
給
与
総
額
増
大
の

回
避
の
方
策
検
討
を
言
明
し

て
お
り
、
労
働
組
合
と
し
て

具
体
的
対
応
策
を
示
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

給
与
構
造
改
革
期
間
終
了

後
の
取
り
組
み
と
し
て
、
地

域
間
配
分
の
あ
り
方
検
討
に

加
え
、「
能
力
・
実
績
主
義
」

の
一
層
の
推
進
、
60
歳
前
後

昨
年
の
報
告
に
も
と
づ
き

設
置
さ
れ
た
「
公
務
員
の
高

齢
期
雇
用
問
題
に
関
す
る
研

究
会
」
は
、
65
歳
ま
で
の
定

年
延
長
を
最
終
的
目
標
と
す

る
「
中
間
取
り
ま
と
め
」
を

出
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
６

月
に
成
立
し
た
「
国
家
公
務

い
て
、
①
各
俸
給
表
の
初
号

を
最
低
基
準
と
し
て
、
経
験

年
数
の
加
算
や
一
時
金
・
通

勤
費
支
給
な
ど
「
給
与
決
定

に
関
す
る
指
針
」
を
策
定
さ

せ
、
②
休
暇
や
健
診
の
あ
り

方
検
討
、
任
用
・
勤
務
形
態

も
問
題
意
識
を
持
っ
て
検
討

さ
せ
、
さ
ら
に
政
府
全
体
と

し
て
検
討
の
必
要
性
に
言
及

さ
せ
た
こ
と
は
、
改
善
に
む

け
た
貴
重
な
第
一
歩
で
す
。

こ
れ
ま
で
放
置
さ
れ
て
き

た
非
常
勤
問
題
に
つ
い
て
、

そ
の
「
位
置
付
け
」
も
含
め

検
討
の
必
要
性
に
言
及
さ
せ

た
こ
と
は
、「
官
製
ワ
ー
キ

ン
グ
プ
ア
」
を
社
会
問
題
化

し
て
た
た
か
っ
た
運
動
の
貴

重
な
到
達
点
で
す
。

「
固
有
業
務
と
人
材
確
保
」

を
理
由
に
「
本
府
省
業
務
調

整
手
当
」
新
設
を
強
行
し
て

き
ま
し
た
。
本
府
省
の
働
き

方
見
直
し
を
求
め
る
声
や
格

差
拡
大
に
反
対
す
る
地
方
勤

務
職
員
の
声
を
無
視
し
た
も

の
で
断
じ
て
許
せ
ま
せ
ん
。

ま
た
、
05
年
人
勧
で
俸
給

表
を
４
・
８
％
引
下
げ
、
そ

れ
を
原
資
に
導
入
し
た
地
域

手
当
に
つ
い
て
、
09
年
度
支

給
割
合
を
規
則
で
定
め
て
い

ま
す
。

税務水準差　9・32％
３１,２００円は変わらず Ｎ

Ｐ
Ｔ
会
議
に
む
け

新
国
際
署
名
を
ス
タ
ー
ト

イ
ン
ド
、
パ
キ
ス
タ
ン
、
イ
ス
ラ
エ
ル
な
ど
核
保
有

国
が
広
が
り
、
北
朝
鮮
や
イ
ラ
ク
の
核
疑
惑
が
叫
ば
れ

る
中
、
い
か
に
核
兵
器
の
拡
散
を
防
ぎ
、
２
年
後
に
開

か
れ
る
Ｎ
Ｐ
Ｔ
（
核
不
拡
散
条
約
）
再
検
討
会
議
ま
で

に
核
兵
器
廃
絶
の
国
際
世
論
を
つ
く
り
だ
す
か
―
―
原

水
爆
禁
止
２
０
０
８
年
世
界
大
会
は
、
再
検
討
会
議
が

開
催
さ
れ
る
ま
で
の
20
ヵ
月
間
、「
核
兵
器
の
な
い
世

界
」
を
め
ざ
す
「
壮
大
な
国
際
的
共
同
行
動
」
を
展
開

す
る
こ
と
を
確
認
し
ま
し
た
。

そ
の
共
通
の
シ
ン
ボ
ル
と
し
て
、
核
兵
器
の
な
い
世

界
を
呼
び
か
け
る
新
し
い
国
際
署
名
を
広
げ
、
歴
史
の

新
た
な
ペ
ー
ジ
を
開
こ
う
と
訴
え
る
「
広
島
か
ら
の
呼

び
か
け
」
を
採
択
し
ま
し
た
。

俸
給
表
改
定
の
見
送
り
と
１
〜
６
級
の
人
員
分
布
に
大
き

な
変
動
が
な
か
っ
た
た
め
、
税
務
水
準
差
（
行
（一）
俸
給
表
に

対
す
る
較
差
）
は
変
わ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

基
づ
く
「
要
請
」
に
唯
々

諾
々
と
応
え
る
も
の
で
す
。

「
改
革
基
本
法
」
の
下
、

１
年
以
内
に
具
体
化
さ
れ
る

内
閣
人
事
局
の
権
限
・
機

能
、
さ
ら
に
「
自
律
的
労
使

関
係
制
度
」
に
関
わ
る
検
討

が
始
ま
ろ
う
と
す
る
時
、
第

三
者
機
関
と
し
て
の
人
事
院

の
存
在
と
役
割
が
根
本
か
ら

問
わ
れ
て
い
ま
す
。

原水爆禁止2008年世界大会
壮大な国際共同行動を呼びかけ

民
間
と
の
較
差
著
し
い

初
任
給
す
ら
改
定
せ
ず

地
方
と
の
格
差
拡
大

「
本
府
省
手
当
」
撤
回
を

非
常
勤
職
員
の
処
遇
で

貴
重
な
第
一
歩
を
印
す

利
益
擁
護
の
役
割
発
揮

放
棄
に
等
し
い
人
事
院

「第４次最賃・人勧デー」として全国から2000人が結集した
08夏季闘争勝利7・17中央総決起集会（東京・日比谷野音）

08年
人勧

早期実施を求める
大前進「８時間労働制」の突破
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職
場
の
声
か
ら

【
名
古
屋
中
村
分
会
】

・
新
兵
い
じ
め

最
初
は
、
指
導
担
当
か

ら
親
切
に
教
え
て
も
ら
え

ま
し
た
。
こ
れ
な
ら
、
こ

の
職
場
で
や
っ
て
い
け
る

と
思
い
ま
し
た
。し
か
し
、

２
週
間
経
っ
た
頃
か
ら
態

度
が
変
わ
り
ま
し
た
。

同
じ
こ
と
を
二
度
、
三

度
と
訊
く
の
か
と
言
わ
れ

ま
し
た
。
訊
か
な
い
と
何

で
訊
か
な
い
の
か
と
言
わ

れ
ま
し
た
。

・
爆
発
寸
前

管
理
統
括
官
の
業
務
が

増
え
て
、
上
席
も
分
担
せ

ざ
る
を
得
な
く
な
り
ま
し

た
。
女
性
職
員
は
、
爆
発

寸
前
で
す
。

若
手
育
成
も

健
康
が
基
本
で
し
ょ

【
関
信
地
連
】

多
く
の
企
業
を
買
収
し

て
い
る
が
、
リ
ス
ト
ラ
し

た
こ
と
が
な
い
企
業
の
ト

ッ
プ
は
「
雇
用
は
最
大
の

社
会
貢
献
」
と
Ｔ
Ｖ
で
自

身
の
経
営
哲
学
を
話
し
て

い
た
。（
中
略
）
買
収
し

た
企
業
の
独
身
寮
を
見

て
、「
乱
雑
な
寮
で
は
社

員
や
製
品
の
質
が
上
が
ら

な
い
」
と
直
ち
に
新
築
を

指
示
。
寮
の
食
堂
を
廃
止

し
て
コ
ン
ビ
ニ
弁
当
を
と

い
う
当
局
に
、
若
手
職
員

の
健
康
の
「
質
」
が
守
ら

れ
る
の
か
。

昼
の
ニ
ュ
ー
ス
見
ら
れ
ず

普
通
の
昼
休
み
を

【
近
畿
・
東
大
阪
支
部
】

昼
休
み
は
12
時
15
分
か

ら
な
の
で
正
午
の
ニ
ュ
ー

ス
が
見
ら
れ
な
い
。

厚
生
委
員
会
で
、「
録

画
を
し
て
再
生
し
て
欲
し

い
」
と
の
声
が
出
た
が
、

他
の
番
組
を
見
た
い
人
も

お
り
、
調
整
が
つ
か
な
か

っ
た
。
テ
レ
ビ
番
組
も
昼

休
み
時
間
は
、
12
時
か
ら

13
時
が
前
提
と
な
っ
て
い

る
。
普
通
の
昼
休
み
が
欲

し
い
な
ぁ
。

〈
解
答
〉
黒
１
の
ワ
リ
コ
ミ
か

ら
３
と
打
つ
の
が
好
手
段
。

白
４
に
黒
５
で
白
死
で
す
。

黒
１
で
３
は
白
１
で
白
生
き
。

黒
１
で
２
も
白
１
で
白
生
き
。

白
２
で
３
な
ら
黒
イ
で
白
死

で
す
。

【表１】人事評価制度についての報告（概要）
Ⅰ 人事評価制度
1 評価方法等 「能力評価」は年１回、「業績
評価」は年２回で、５段階評価
2 評価結果の開示等〈略〉
3 苦情への対応〈略〉

Ⅱ 評価結果の活用
1 昇任 候補者の要件、昇任者の決定〈略〉
2 免職、降任、降格、降級
能力評価又は業績評価の全体評価が最下位と
なった者について、職務の見直し、配置転換等
を行い改善されない場合には警告書を交付し、
最終的に処分
3 昇格〈略〉 4 昇給〈略〉
5 勤勉手当 「特に優秀」「優秀」の区分は業
績評価の全体評価が上位である者で、上位順に
高い成績率・成績区分に決定。「良好でない」の
区分は業績評価の全体評価が下位である者
6 実施時期 評価制度の施行に合わせ本府省
から実施、本府省以外の機関は、その１年後

【表２】公務員人事管理に関する報告骨子（抜粋）
Ⅰ 人材の確保・育成
1 採用試験の基本的な見直し、2 幹部要員の
確保・育成、3 人事交流の推進〈略〉
4 その他（女性の採用・登用の拡大、国公法
改正を踏まえた任免規則の整備、新たな評価導
入に伴う分限についての規則・指針の整備等）
Ⅱ 能力及び実績に基づく人事管理の推進
評価結果の人事管理への活用の枠組みを提示
（昇任、昇格、昇給、ボーナスに加え、免職・
降任・降格・降級処分や人材育成にも活用）。
Ⅲ 仕事と生活の調和に向けた勤務環境の整備
（本府省の超過勤務縮減、両立支援の推進、心
の疾病予防や早期発見のため体制整備等）
Ⅳ 退職管理 ～高齢期の雇用問題～
65歳までの段階的定年延長を中心に検討。そ

の際、再任用との組み合わせ、役職定年制の併
用、高齢期職員の職域の開発、給与総額増大の
回避の方策等も検討

道
路
財
源
が
ミ
ュ
ー
ジ
カ

ル
や
マ
ッ
サ
ー
ジ
チ
ェ
ア
ー

に
使
わ
れ
た
等
の
問
題
と
美

術
展
を
同
列
視
す
る
こ
と
に

首
を
か
し
げ
た
く
な
り
ま

す
。
恒
例
と
な
っ
て
い
る
美

術
展
や
俳
句
大
会
に
出
品
さ

れ
た
作
品
の
評
価
は
高
く
、

職
場
の
文
化
水
準
を
引
き
上

げ
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
広

報
を
通
じ
て
職
員
の
融
和
も

醸
成
し
て
き
ま
し
た
。

＊

＊

＊

＊

撲
滅
の
対
象
を
官
庁
の
支

出
に
限
定
し
た
「
無
駄
遣
い

撲
滅
」で
は
底
が
割
れ
ま
す
。

さ
ら
に
、
あ
た
ふ
た
と
中

止
を
決
定
し
た
総
務
省
・
財

務
省
の
判
断
は
到
底
容
認
で

き
ま
せ
ん
。
中
止
決
定
に
強

く
抗
議
し
、
そ
の
撤
回
を
強

く
求
め
ま
す
。

な
お
、
庁
は
「
官
費
支
出

は
財
務
省
美
術
展
等
に
係
る

分
担
金
の
み
で
、
他
の
レ
ク

経
費
は
共
済
組
合
か
ら
の
支

出
で
あ
り
特
段
の
支
障
は
な

い
」
と
説
明
し
て
い
ま
す
。

８
月
８
日
、
突
然
、「
作

品
を
募
集
し
て
い
た
財
務
省

美
術
展
覧
会
及
び
俳
句
大
会

を
中
止
す
る
」
と
伝
達
し
て

き
ま
し
た
。
庁
が
全
国
税
に

説
明
し
た
経
緯
は
、「
自
民

党
内
の
無
駄
遣
い
撲
滅
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
が
、
撲
滅
対
策
を

政
府
に
提
言
し
た
こ
と
を
受

け
、
総
務
省
が
７
月
30
日
…

レ
ク
経
費
の
予
算
要
求
は
行

わ
な
い
こ
と
を
通
知
し
て
き

た
。こ
れ
を
受
け
財
務
省
は
、

本
年
度
の
中
止
を
決
定
し

た
」
と
い
う
も
の
で
す
。

突
然
の
「
財
務
省
美
術
展
中
止
伝
達
」
に

抗
議
し
、
そ
の
撤
回
を
求
め
る

07
年
６
月
の
国
公
法
改
正
で
、
人
事
評
価
を
「
職
務

を
遂
行
す
る
に
あ
た
り
発
揮
し
た
能
力
及
び
挙
げ
た
業

績
を
把
握
し
た
上
で
行
わ
れ
る
勤
務
成
績
の
評
価
」
と

定
義
づ
け
、「
２
年
以
内
に
現
行
の
勤
務
評
定
に
代
わ

り
新
た
な
人
事
評
価
の
実
施
」
を
決
め
て
い
ま
す
。

本
格
実
施
に
先
立
ち
、
９
月
か
ら
全
職
員
を
対
象
に

人
事
評
価
の
リ
ハ
ー
サ
ル
試
行
が
行
わ
れ
ま
す
。

全
国
税
は
、
評
価
に
対
す
る
信
頼
性
・
納
得
性
を
大

前
提
に
、
公
務
に
ふ
さ
わ
し
い
人
事
評
価
制
度
の
確
立

を
求
め
て
い
き
ま
す
。

「
改
正
」
国
公
法
は
、
実

務
経
験
に
よ
り
専
門
能
力
を

身
に
つ
け
、
経
験
・
蓄
積
を

通
じ
能
力
向
上
を
図
る
と
い

う
公
務
の
人
材
育
成
の
特
性

を
無
視
す
る
内
容
と
な
っ
て

い
ま
す
。

現
在
、「
評
価
制
度
の
基

本
的
枠
組
み
」（
表
１
）
と

「
評
価
結
果
の
活
用
に
関
す

る
基
本
的
枠
組
み
」（
表
２
）

が
明
ら
か
さ
れ
て
い
ま
す
。

そ
こ
に
は
、
役
職
は
そ
の

リリ
ハハ
ーー
ササ
ルル
試試
行行
でで
はは
徹徹
底底
検検
証証
をを

尊
重
さ
れ
、
能
力
が
最
大
限

に
発
揮
で
き
る
配
置
や
昇
任

等
が
保
障
さ
れ
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
現
行
法
で
は
基
準

等
が
不
明
確
な
た
め
、
依
然

と
し
て
特
権
的
官
僚
制
度
が

温
存
さ
れ
、
男
女
格
差
等
も

ま
か
り
通
っ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
を
是
正
さ

せ
る
た
め
の
評
価
制
度
は
必

要
に
な
り
ま
す
が
、
不
明
確

な
基
準
の
ま
ま
、
恣
意
的
・

情
実
的
評
価
が
横
行
す
れ

ば
、処
遇
に
対
す
る
納
得
性
、

協
働
意
識
や
人
材
育
成
機
能

育
成
活
用
、
差
別
の
な
い
公

平
な
処
遇
に
直
結
す
る
制
度

確
立
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

「
能
力
・
実
績
主
義
」
の

最
大
の
問
題
点
は
、「
人
が

人
を
公
正
に
評
価
す
る
こ
と

の
困
難
性
と
限
界
」
で
、
評

価
の
主
観
性
・
恣
意
性
を
完

全
に
は
排
除
で
き
ま
せ
ん
。

ま
た
、
発
揮
し
た
能
力
・

実
績
を
強
調
す
る
こ
と
で
、

い
た
ず
ら
に
競
争
心
を
煽

り
、
職
場
の
チ
ー
ム
ワ
ー
ク

を
乱
し
ま
す
。

人
事
評
価
の
結
果
だ
け
で

任
用
・
給
与
等
も
決
定
さ
れ

れ
ば
、
適
切
な
公
務
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
よ
り
、
上
司
の
意

向
と
自
身
の
評
価
や
処
遇
に

意
識
が
向
い
か
ね
ま
せ
ん
。

職
員
が
意
欲
と
働
き
が
い

を
も
っ
て
職
務
に
専
念
す
る

た
め
に
は
、
本
人
の
適
性
が

ま
ま
で
給
与
だ
け
下
げ
る
降

給
、
等
級
だ
け
下
げ
る
降
格

処
分
を
新
た
に
持
ち
込
む
な

ど
、
看
過
で
き
な
い
問
題
が

数
多
く
あ
り
ま
す
。

こ
う
し
た
下
で
実
施
さ
れ

る
リ
ハ
ー
サ
ル
試
行
で
、
職

員
か
ら
出
さ
れ
る
意
見
が
、

制
度
設
計
・
活
用
方
法
の
あ

り
方
を
検
証
す
る
重
要
な
要

素
と
な
り
、
ど
れ
だ
け
問
題

点
を
指
摘
し
、
集
約
で
き
る

か
が
鍵
に
な
り
ま
す
。

◇
　
　
◇
　
　
◇

評
価
制
度
の
検
討
に
あ
た

り
、
国
公
労
連
・
全
国
税
の

ス
タ
ン
ス
は
左
上
図
の
通
り

で
、
評
価
を
賃
金
等
に
直
結

さ
せ
ず
、
能
力
開
発
や
人
材

人
が
人
を
評
価
す
る
限
界

「
能
力
・
実
績
」
の
問
題
点

評
価
を
賃
金
等
に
直
結
は

試
行
者
に
も
強
い
警
戒
感

意
欲
と
働
き
が
い
持
ち

職
務
に
専
念
す
る
た
め
に

は
喪
失
し
ま
す
。「
人
が
人

を
評
価
す
る
こ
と
の
限
界
」

を
ふ
ま
え
た
上
で
、
試
行

を
通
じ
、
公
平
性
・
客
観

性
・
透
明
性
が
確
保
さ
れ
、

信
頼
性
・
納
得
性
を
高
め

る
仕
組
み
を
検
証
す
る
こ

と
は
不
可
欠
で
す
。

「
評
価
結
果
の
活
用
は

評
価
制
度
の
完
成
度
に
応

じ
て
段
階
的
に
や
る
べ
き
」

と
人
事
院
も
報
告
で
ふ
れ

て
き
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

拙
速
に
評
価
制
度
を
導
入

し
、
人
事
管
理
や
給
与
・
分

限
等
へ
の
活
用
を
強
行
し
よ

う
と
し
て
い
ま
す
。

職
場
の
２
割
を
対
象
に
し

た
試
行
に
つ
い
て
、
国
公
労

連
・
全
国
税
は
「
試
行
者
ア

ン
ケ
ー
ト
」
を
実
施
し
ま
し

た
（
評
価
者
４
８
７
名
、
被

評
価
者
４
８
４
５
名
か
ら
の

回
答
）。
そ
こ
で
は
、
評
価

結
果
を
昇
給
や
勤
勉
手
当
に

反
映
さ
せ
る
こ
と
は
「
適
切

で
な
い
」
と
す
る
声
が
両
者

と
も
50
％
を
超
え
、
賃
金
等

に
直
結
さ
せ
る
こ
と
に
警
戒

感
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

ま
さ
に
試
行
錯
誤
状
態
に

あ
り
、
信
頼
性
が
高
ま
っ
て

い
る
と
は
到
底
い
え
な
い
段

階
で
打
ち
出
さ
れ
た
「
活
用

の
あ
り
方
」
等
に
つ
い
て
再

検
討
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

公務にふさわしい「人事評価制度」の確立を

評価に対する信頼性、納得性が大前提




